要素賦存比率と商品相対価格 by 池間 誠 & Ikema Makoto
51
要素賦存比率と商品相対価格
池 間 誠
1は じ め に
ある一定の条件の下では,各 国の要素賦存比率の相異が商品相対価格の相
異を もた らし,それゆえ貿易を発生 させる。 これは,い わゆ るヘ クシャー=
オ リーン命題 として,既 に周知のものである。ところで,2国2財2要 素モ
デルの枠内で,こ の命題を証明ない し説明するにあたっては,一 方では要素
価格比率 と両財の要素集約度 との関係を示 し,他方では要素価格比率と商品
(1)
相対価格 との関係を示すとい う方法が用い られる。そ して,完 全雇用および
不完全特化 とい う仮定に立って,各 国の要素賦存比率は両財産業の要素集約
度の間になければな らず,そ の範囲内で要素価格比率が決定され,商 品相対
価格が決 まる。 さらに両国の需要状態が大体同 じであれば,各 国は自国に相
対的に豊富に存在す る生産要素を集約的に用いる財を相対的に安 く生産する
ことができるとされ る。
しか しなが ら,そ のような 説明では,本 来説明されなければな らない 問
題,す なわち要素賦存比率 と商品相対価格 との関係が,間 接的に しか扱われ
ておらず,ま たい くぶん曖昧にされているきらいがある。 このことが何に由
来するかといえば,結 局,経 済の生産面のみでモデルを組立て,需 要状態を
「両国で大体同じ」 とみな して,モ デル内に明示的に 導入 していないことに
(1)こ こ で 念 頭 に お い て い る の は,次 の2つ の 論 文 で 用 い られ て い る 図 で あ る.
PaulA,Samuelson,"InternationalFactor-PriceEqualisationOnce
Again,"Economic/ournal,vo1.Llx,No・234(Junel949)・
HarryG.Johnson,"FactorEndowments,InternationalTrade,and
FactorPrices,"TheManchesterSchoolofEconomicsandSocialStu4ies,
VoLXXV,No.3(Sept.1957).
BotharticlesarereprintedinRE.caves&H.G.Johnson(eds.),
Rea4ings伽 」heternationalEconomics(G.Allen&Unwin,1968).
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ある。換言すれば,需 要状態,し たがって商品相対価格は体系の外部 または
臆測によって与え られ るだけである。本稿の課題は,経 済の需要面を明示的
に体系に導入 し,要素賦存比率 と商品相対価格 との関係を直接的に一義的に
(2)
規定 し,そ れを図示す ることにある。
9仮 定 と 記 号
ヘ クシ ャー=オ リーソ命題で通常採 用 され てい る諸仮定を,わ れ われ も採
用す る。 まず世界 は2国(a国 とb国)か ら構成 され てお り,両 国共 に2つ
(3)
の生産要素(労 働 と資本)を 用いて2つ の財(消 費財 と投資財)を 一 一貿易
開始後に も一 生産す るものとする。各財は規模に関す る収穫不変の生産関
数にもとついて生産を行な う。商品市場および要素市場は完全競争である。
両生産要素共に全部雇用されてお り,その供給量は一定であり,一 国内の両
財産業間では移動す るが,両 国間では不移動である。両国間の貿易は自由で
あり,関税や運送費等の貿易障害は存在 しない1各財の生産関数は両国間で
全く同じである。あらゆる最適な要素価格比率め下で,消費財は常に投資財
(4)
よりも資本集約的であ り,要素集約度の逆転は生 じない。そ して最後に,両
国の需要状態は全 く等 しい。
(2)なお,需 要 面 を 明示 的 に 導 入 して展 開 した もの の うち,次 の 論 文 を 掲 げ て お く.
H.Oniki&H.Uzawa,``PatternsofTradeandInvestmentinaDynamic
ModelofInternationalTrade,"RevieevofEconomicStuaies,Vol.XXXII(1),
No.89(Jan。1965).
M.C.Kemp,"InternationalTradeandInvestmentinaContextof
Growth,"Economic.Record,voLxLlv,No.106(June1968).
KInada,"InternationalTrade,CapitalAccumulation,andFactor
PriceEqualization,"ibid.,Vol.XLV,No.107(Sept.1968).
た だ し ζれ らの 論 文 は ヘ ク シ ャ ー=ナ リー ン ・モデ ル の動 態 化 を め ざす もの で
あ り,き わ め て 数学 的 に展 開 され て い る.わ れ わ れ は,同 じモ デ ルに 立 脚 しな が
ら,生 産 関数 を コ ブ=ダ グ ラス 型 に特 定 化 して,論 点 を 明 確 に して い きた い.
(3)2財 を 消費 財 と仮 定 し,全 て の所 得 が2財 の み に 支 出 され る とす れ ば,そ の 場
合 に も以 下 の分 析 は そ の ま ま適 用 で き る.し か しな が ら,本 稿 で の要 素 供 給 量 一
定 とい う仮 定 を は ず した場 合 に つ い て の 論 究 を 別 の 機会 に展 開 した い ので,そ れ
との 関 係 で 一 財 を 投 資 財 と仮 定 して お く.
(4)これ が 逆 に な って も,本 稿 で の静 態 的展 開 に は さ しつ か え な い,
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以下 の展開で用い られ る主 な記号 は次の とお りである。 なお,下 付添字 づ
はa国 とb国 を,そ して下付添字 プは 投資財(1)と 消費財(C)を 表 わ
す。
五δ:総労働供給量(一 定)
瓦:総 資本供 給量(一 定)
規≡瓦/L`:総資本 ・労働比率,す なわち要素賦存比率
転 ≡Kノ,ILゴ・,:第ブ産業で の資本 ・労働比率
　
鈴:消 費財で測 った一一人当 りの国民生産物
ツノ`:一人 当 りの第 ゴ財国内需要量
伽:一 人当 りの第 ブ財国内供 給量
Zパ 第 ブ財産業で雇用 され てい る労働量が総労働量 に占め る割合
(0<l」i〈1)
P:消 費財で測 ずた投資財 の価 格
ω:賃 金 ・利子率比率,ま たは要素価 格比率
Si:平均貯蓄性向(一 定で0<εK1)で,s。=Sb=:Sと仮定す る。
その他の記 号については,そ のつ ど説明す ることにす る。 また混乱の生 じ
ないか ぎ り国を表 わす下付添字 づは省略す る。
皿 要素賦存比率と比較優位
前節で述べた仮定の下で,商 品相対価格が どのような水準にきまるかを,
まず封鎖経済の場合について考察 しよう。われわれは規模に関す る収穫不変
くの
の生産関数につ いて,コ ブ=ダ グラス型 とい う特定 のものを想定す る。そ の
ときの第 ブ財の人 口1人 当 り生産量は次の とお りである。
(1)9ゴ=らんノ」
ここで α,は第 ブ産業 におけ る資本 の生産弾力性(又 は資 本の相対的分け前)
(5)総労働1人 当り,というのが正確であるが,単 に1人 当りと呼ぶ.以下同じ.
㈲ このような特定の生産関数を想定するのは,その方が各変数間の関数関係を明
確にし,それゆえ微分という操作を不必要ならしめるからである.
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であ り,も ちろん0<α ゴ<1であ る。(1)の生産 関数 の下で,労 働供給量一定
とい う仮定を考慮すれば,次 の利潤極大条件 が成立す る。
②{齢鰐i鰍認7覗
ここでWお よびRは それぞれ 消費財で測 った賃金率 お よび利子率であ る。
上の式か ら要素価 格比率 ω≡…M7/Rは,
(3)ω一1一 α・ん、
αゴ
であ り,そ れゆ え
(4)ん・「i㌔ 、ω
と な る。(4)から,
⑤ ん画 一(αo一 α11-・ασ)( 」α、)ω
で あ るか ら,消 費 財 が 投 資 財 よ り も費 本 集 約 的 で あ る(hc〉 ん、)と い う こ と
は,αc>α 、 を 意 味 す る。 他 方,(2)か ら消 費 財 で 測 っ た 投 資 財 の 価 格 は,
(6)P一箸 誓畏
であ る。(4)を(6)に代入 して整理すれば,
ユ
(7)(・)==Apαc一α∬
た だ し ユ
d≡[舞;1・i}≡:ll63ii≡;1]ac'"'
を得 る。仮定によりhc>h・,すなわち αo>α・であるか ら,消 費財に対す る
投資財の価格が増大するにつれて 賃金 ・利子率比も増大す ることを(7)は示
している。
ところで投資財および消費財産業での資本 ・労働比率と総資本 ・労働比率
との間の関係は,次 の完全雇用条件式か ら求め られる。
(8){;:隷一k
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したが って,
⑨{::=赫
ko-k1
とな り,両財が共に生産 されねばな らないとい う不完全特化の仮定によって
ら>0で あるか ら,ka>h>hiとなる。
以上は生産面についての体系であ り,「商品相対価格が与え られれば」,⑦
によって要素価格比率が 決定 され,(4)によって 各財産業での 資本 ・労働比
率が決まる。そ して完全雇用 と不完全特化 とい う条件によって,要 素賦存比
率は各財産業での資本 ・労働比率 との間になければな らない。 これ らの関係
をa国 とb国 について示 したのが第1図 である。第1図 は両国の需要状態が
大体等 しく,わ自は α国に 比べて資本が相対的に豊富(kb〉ん。)とい う仮定
の上で描かれている。そ うだ とすれば,各 国はそれぞれ 自国に相対的に豊富
に存在する生産要素を集約的に使用する財を,そ うでない財に比べて相対的
に安 く生産することができる。か くてa国 は労働集約的な投資財1に,b国
は資本集約的な消費財Cに 比較優位をもつ。
これ まで述べてきた ことは,た だ単に,従 来の説明の再述にす ぎない。重
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要な ことは,上 述のような説明では,「需要状態が与え られれば」,それに応
じて商品相対価格が決まり,各 国の比較優位が確定す るとい う点である。 し
たがって,商 品相対価格又は比較優位と要素賦存比率 との関係は,需 要状態
を通 じて,間 接的に しか言及されていない。第1図 でいえば,第R象 限の横
軸上の要素賦存比率 と,第1象 限の横軸上の商品相対価格 との関係が明示 さ
れていないのである。 これが生 じた理由は需要状態を明示的に体系に導入 し
てない とい うことにあ う。
(7)
そ こでわれわれ は需要面を体系 内に 明示的 に導入 しよ う。 まず 封鎖経済 下
では,各 財に対す る国内需要量はそ の国内供給量 に等 しい。 これを1人 当 り
に直 してかけば,
ao)ツ」-9,(ブ盟1,C)
であ る。 また,消 費財で はか った1人 当 り国民生産額 また は1人 当 り所得
は,⑩ を考慮すれば,次 式 で与 え られ る。
⑪Pt=・yo+Pyl・=9c+Pgi
われわれは消費財で測 った国民所 得 の一 定割 合い(0〈s<1)が投資財 に支 出
されてい ると仮定 しているか ら,
⑫PPti-syl
を得 る。 もちろん,Ye=(1-s)」,が成立 してい ることはい うまで もない。
⑪ と ⑫ か ら商 品相対価格 を もとめ ると,
⑬P-(s1-s)(号)
を得 る。gゴ は(1)によって決定 され る。 したが って ⑦ を(4)に代 入 して,馬
を商 品相対価格 につい て解 き,さ らにそれ を ⑨ に代入 して,各 財産業への
労働配分比重(ら)を 商品相対価格 で表 わ し,こ れ らの式を(1)に代 入 して整
理すれば,⑬ は次 の ようにな る。
a4P3、9ασ需α瑠 σ一榎・
(7)以下 に 導 入 した需 要 面 の規 定 の仕 方 は,Oniki&Uzawa,OP・cit・と同 じで あ
る.
在
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ここで
9≡5(1-'・・)+(1--s)(1一α・){sα・+(1-・s)αc}∠
⑭ は要素賦存比率 と商 品相対価格 との関係を一義的に示 してい る。αc>α・
で あ るか ら,要 素賦存比率が増大す るにつれ て,商 品相対価格(資 本集約的
な消費財で測 った 労働集約的 な投資財の価格)は 上昇す る。 そ して 係数 ρ
は生産関数 を規定す るパ ラメt-・・ター(αDと 需要状態を規定す るパ ラメータ
ー(S)に よって決定 され る。
第2図 では,(4)と⑦ に加 えて,⑭ を図示 したのが第 】V象限にえがかれて
い る。 い ま両国 の需要状態 が全 く等 しい(S。=:Sb)とすれば,⑭ はa,b両 国
につ いて全 く共通であ る。 さ らにhb>砺 と しよ う。 第N象 限の縦軸 にそ の
よ うな 砺 と 梶 が 目盛 られ てい る。 そ してそれぞれの要素賦存比率に対応
す る商品相対価格 は,P。 と1)bとな る。 明 らかにP。<Pbで あ るか ら,労
,き
働豊富な α国は労働集約的な投資財に,資 本豊富な ∂国は資本集約的な消
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費財に,そ れぞれ 比較優位を もつ。 そのときの 要素価格比率は第1象 限の
碗 で与えられ,第 皿象限で 碗 と 砺 との関係が示される。なお不完全特化
の下での完全雇用 とい う条件は,第 皿象限に45。線を引き,そ れを媒介に し
て,ん`を第 皿象限の横軸に移せは,んα〉ん`〉転 であることがわか る。いず
れに しろ,要 素賦存比率と商品相対価格 との間には,第IV象限で示 され るよ
うにユニークな関係が存在する。 したがって各国の比較優位と要素賦存比率
との関係にのみ関心を集中するかぎり,第 】V象限だけで充分である。
IV要素賦存比率 と交易条件
前節において,わ れわれは要素賦存比率と比較優位 との関係を考察 した。
では各国がそれぞれの比較優位に もとついて貿易を行なったときに,貿 易均
衡をもた らす商品相対価格(交 易条件)は,ど の水準に きまるであろ うか。
この均衡交易条件が両国の貿易開始前の商品相対価格の間できまることは明
らかであるが,そ れが両国の要素賦存比率によって明確に決定され ることを
図示 したいと思 う。
貿易を導入 した場合には各国における各財に対す る国内需要量はその国内
供給量 プラス(ま たはマイナス)輸 入量(ま たは輸出量)に 等 しい。 この条
件は,貿 易均衡 とい う仮定の下では,⑩ のかわ りに,次 のように書 くこと
ができる。
⑮{;二=1二塩
ここでM・ は正値のときは1人 当 り投資財輸入量であ り,負値のときは1人
当 り投資財輸出量である。 なお1人 当 り国民所得は 貿易均衡の下では,⑪
および ⑫ と同 じであるが,し か しもちろん両式における ッゴは ⑮ で規定さ
れた ものになる。 ⑮ を 考慮 しなが ら⑫ を 物 について 解 くと,次 の 輸入
(または輸出)関 数が求め られる。
⑯ 隅・一 警 一(1-・)9'
したがって,⑯ を加えた 以上の方程式か らだけでは,商 品相対価格を要素
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賦存 比率のみに よって解 くことはで きない。
体系が解 け るために は,両 国間における貿易均衡 式を明示的に導 入すれば
よい。それは次式で与 え られ る。
a7)えαMlα十λbmlb=0
ここで ろ≡Li/(L、。+Lb),すなわ ち世界労働量 に占め るi国 の労働量であ り,
もちろん0<λi<1で,λ 。+ZbX1であ る。
⑰ か ら均衡交易条件 と 要素 賦存 比率 との関係は 次 の ように して 求め られ
る。9」iは(1)によって与え られ てい るか ら,(4),(7)および(9)を考慮 して,
伽 をheとPに ついて とき,そ れを ⑯ に代入す る。そ うすればm"はhe
とPに よって表 わ され,そ れを ⑰ に代入 して整理すれば,次 の式が得 られ
る。
⑱P・ ・2c「c-"・砺 ασ一α・
!
こ こ で,砺=λ α柘 十 λ轟
=λδ(んδ一 んα)十んα
くの
である。そ して 砺 は世界全体の要素賦存比率であることは容易にわかる。
ここで ⑱ が ㈱ と全 く同じ関数形であることに注意 しよう。 したがって,わ
れわれは 第2図 と同 じ第3図 を得 る。 ここで 第W象 限の縦軸は 砺 をも測
る。
ところで,わ れわれは貿易後にも両国は両財を生産すると仮定 しているか
ら,haとkbとの間には,kb>h。とすれば,次 の関係式がみたされなければ
な らない。
⑲ha<hb<(1一 αtα1)(1呈湯)ha}
(9)
⑲ をみたす ような一組み のkaとhbと が,第3図 で示 され ている。kaお よ
(8)なぜ な ら,λα砺 十 λbhb
LbKbKa十Kb五α κ砿
=
L。+Lb●EE-+L。+L5'万=L。+L9=hva・
(9)ag)を図の第 皿象 限に 示 して も よいが,図 の複 雑化を さけ るため,そ れは示 さ
れ ていない.
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びhbが 与 え られれば,P。 とPbも それに応 じて決定 され,さ らに ω。と(Db
も決 定 され ることは既にみた とお りである。
さて貿易が行なわれれば,各 国に おいて輸 出財 の価格が輸入財の価格 に比
べ て相対的に上昇す る。 す なわち,a国 においては商品相対価 格Pは 上昇
し,わ 国においてはそれは 下落す る。 どの水準 で 均衡価 格が 達成 され るか
は,㈱ に よって決 まる。 つ ま り,両 国の要素賦存 比率に よって決定 され る。
そ の よ うな均衡価 格を図示す るためには,世 界全体 の要素賦存比率 碗 を図
示すれば よい。
そ のために,砺 一λゐ(砺一海の+ん。であ る ことに注 目しよ う。そ こで第 皿象
限 に縦軸の 柘 を通 って,そ の軸に対 して ろ の勾配を もつ直線 λを引 こう。
直線 λ と縦軸 の 砺 を 通 る 水平線 との 交点を オ と しよう。 そ うすれば,
Ak,・R,(kb-h。)である。A点 か ら横軸 に垂 線を下 ろ し,そ の足をBと すれ
ば,Ah・・=OBとな る。 さ らにB点 を通 って,横 軸に対 して45。線 を引 く。
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この45。線と,縦 軸のk。 を通 る水平線 との交点をCと す る。 また原点0
を通る45。線 と,C点 を通る縦軸に平行な直線との交点をDと しよう。 そ
うすると,OB-CDで ある。か くて1)点か ら水平線を引き,そ れと縦軸 と
の交点が,わ れわれの求めるkrv・=OB+k。・=えb(馬一ゐの+kbである。
世界全体の総要素賦存比率 碗 が決 まれば,第N象 限において均衡交易条
件がP*の 水準できまる。それに応 じて,第1象 限か ら貿易均衡の下での均
衡要素価格比率 ω*がきまり,第 皿象限において,各 財産業における資本 ・
労働比率が決定 され る。 ここで 付言 しておきたいことは,も しb国 の労働
量が世界全体のそれに 占める割合いが 大きくなればなるほ ど,為。を通 る λ
線の勾配は大きくな り,均 衡交易条件は わ国の封鎖経済下の相対価格に近
くなる。 もちろん,逆 の場合は逆になる。 このことは,均 衡交易条件が,大
国の国内価格によって支配され,そ れゆえ貿易の利益は小国にとって多 くな
くユの
る,と い う周知の命題 にほか な らない。
IVむ す び
以上,わ れわれは両国の需要状態が全 く同 じ(S。・,・・Sb)とい う条件を明示的
に導入 し,要素賦存比率と商品相対価格との直接的な関係を示 した。ヘ クシ
ャー=オ リーン命題が本来主張 していることは,要 素賦存比率の相異が比較
優位の決定因であ り,貿易の原因であるとい うことである。その観点か らす
れば,わ れわれの ¢のまたは 第2図 における第IV象限がヘ クシャ"一=オリー
ン命題の忠実な図示であるとい うことになる。第1象 限や第 皿象限が問題 と
されるのは,第N象 限を前提 とした後に,要 素価格均等化命題を考察す る場
合である。
さらに,貿 易開始後において均衡交易条件が どの水準に決定 されるかも,
⑱ または 第3図 の第]V象限か ら今や明らかである。 いずれに しろ,第1図
のみによる従来の証明よりも,第2図 や第3図 の説明の方が曖昧さを残 さな
⑩ なお㈱ から明らかなことは,世 界全体として資本 ・労働比率が増大すれば,
商品相対価格も上昇するということである,
(47.5.23)
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い と い え る。
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